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1,1ま じ め に

中国のアル ミニウム新地金生産は2001年に米国を抜いて

世界第 1位 となり,2004年 には新地金消費も米国を抜いて世

界第 1位 となった。以降,生 産 ・消費とも予想をはるかに上

回る伸びを示し,2007年 には生産 ・消費が 12,000千トン前後

へと急拡大し,共 に世界の 3分 の 1を 占めるものと予想され

る。そのあまりにも急速な発展に伴い,種 々のひずみや問題

が顕在化しており,中 国政府のアルミニウム産業に対するコ

ントロールも一層強化される方向にある。

以下,中 国のアルミユウム製錬業と新地金消費の中心を占

めるアルミニウム圧延業 (板・箔 ・押出)の 現状と今後の方

向について概観する。

2.中 国のアル ミニウム製錬業

2.1 ア ルミニウム新地金の生産と消費

表 1に示すように,中 国のアル ミニウム新地金生産は,

2004～2005年のアルミナ価格の高騰や電力不足などによりや

や伸び率が後退したものの,な お 15%前 後の伸びを維持 し,

2006年は再び20%台 の伸びを記録 した。2007年は更に前年

比 35%の 高い伸びが予想されている。

この伸びを支える中国の国内消費は,生 活水準の向上,住

表 1 中 国のアル ミユウム新地金の生産と消費
(千 トン, 0。)

2003 2004 2005
2007

(見込)

生産

(対前年伸び率)

5,962

(138.0)

6,689

(1122)

7,806

(1170)

9,399

( 1 2 0 4 )

12,700

(1351)

消費
(対前年仲び率)

5,592

(1359)

6,039

(1080)

7,128

(1180)

8)650

(1214)

11)800

(1364)

(ナルク調査)
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宅 ・ビル建設の活況, 自動車産業はじめ製造業の生産拡大な

どにより,経 済成長率の約 2倍 の高い伸びを維持している。

新地金の輸出入については,中 国は2001年までは純輸入

国であったが,2002年 以降は純輸出国に転じている。輸出量

は2004年には1,680千トンに達 したが,政 府の輸出抑制策の

影響により,2005年 以降は減少傾向を示し,2006年 は800千

トン台へと2004年の 2分 の 1の水準にまで低下している。

2.2 新 地金の分野別消費動向

表 2に新地金の分野別消費動向を示すが,最 大の需要分野

は建築であり,2000年 以降その構成比は34～35?もで推移 して

いる。
7tt築に続 く分野は輸送と包装である。輸送分野は2000年

の 331千 トン (96%)か ら2006年には 1,290千トン (14,9'お)

に拡大 している。包装分野は2006年で 1,260千トン (1469も)

で輸送に続 く大きな分野に成長してきている。生活水準の向

上で 1人当たりの箔消費量が伸びていることなどを反映して

いると思われる。今後はアルミニウム飲料缶の消費の拡大な

どにより包装分野の消費量,構 成比は更に上昇が予想され

る。

2.3 製 錬業界の構造変化と政府の施策

2000年当時 200社を超えた製錬メーカも,2000年 代前半の

アルミナ価格の高騰,電 力料金の引上げ, ゼーダーベルグ炉

の廃棄などにより,競 争力を失った小規模メーカは淘汰され,

2006年末では94社に集約された。

1社当たりの年産能力は2000年で 30千 トンから2006年に

は128千 トンヘと約 4倍 になった。また,2006年 では年間生

産量が 150千 トンを超える会社が 19社へと増加 した。

ゼーダーベルグ方式は2002年末には,1,380千 トンの年熊

能力を有 していたが,2005年 末には, ごく一部を除きそのほ

とんどが操業を停止,1,380千 トンの内 570千 トンは廃棄さ

れ,760千 トンはプリベーク方式への切替えが進められた。
一方,ア ルミナ生産で70%強 のシェアを持つ国営のCh』cO

グループは,2004年 から2005年にアルミナ不足が続くなか,

豊富なアルミナ資源を武器に,独 立系製錬メーカの買収 ・統
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表 2 新 地金の分野別消費の推移

(千トン)

合計 建築 輸送 包装 電力 機械 日用品 その他

2000 消費量

構成比 (?も)

3,443

1000

1,184

34.4

３３‐

粥

410

11.9
６０３
陶

３‐７

９

．

２

２７２

７

．

９

３２６

粥

消費量

構成比 (,6)

5,592

1000

1,991

356

７‐６

‐２

．

８
６２６
陀
６８８
囲
６４３
附

３６９

価
５５９
脚

2006 消費量

構成比 (,6)

8,650

1000

2,900

335

1,290

149

1,260

14.6
９５０
脚

９００

１０

．

４

６７５

純

６７５

補

対 2000年

伸び率 (,3) 1512 1449 2897 2073 575 1839 1463 1071

(ナルク調査)

合を推進 した。これによリアルミニウム地金の全国生産量に

対するChaにoグ ループの生産量シェアは2004～2005年の 12%

から2006年には32'もにまで高まった。

このような近代化へ向けての製錬業界の構造変化が進む一

方,近 年のアル ミユウム製鎌業のあまりにも急速な生産拡

大 ,過熱投資に対し,政 府はその抑制を強める施策を展開し

ている。

各地方政府の無秩序な地元優先の開発投貧に対して, アル

ミニウム製錬プロジェクトの許認可権を地方政府から中央政

府に移し,国 家 レベルでの投資の適正化を図るとともに,特

に,不 足するアルミナ,電 力および環境対策の観点から新地

金生産は国内消費に見合うことを原則に,輸 出の抑制強化を

図る方向にあることが注目される。

新地金輸出に対する付加価値税の還付制度は,2004年 に

13°0か ら8'もへ,2005年 には0へ と撤廃された。2005年には

新たに5°0の輸出税が賦課されることとなり,2006年 には輸

出税は更に 15'6へと拡大されることになった。今後も輸出

の抑制策は一層強化されるものと予想される。

24 技 術およびコス ト

近年,ゼ ーダーベルグ炉の廃案を中心に小規模製錬所の淘

汰が進む一方で,大 型の新鋭工場の建設が急増し,中 国のア

ルミニウム製錬技術は急速に発展した。

かつては, 日本および旧ペシネーなど海外の製錬技術の導

入がなされたが,現 在はこれらの技術をベースとした国産技

術が確立され,3501歓,300 KAと いうような世界の トップク

ラスの大型炉が開発され,青 銅峡,伊 川宅力,云 南,河 南万

基,山 西牛海,本 方希望包共などの各製錬所ですでに操業を

開始 している。また,国 内の製錬技術の確立を踏まえて,今

後,国 産製錬技術の輸出に注力していくことが打出されてい

る。
一方,中 国のアルミニウム地金の生産コストは,建 設コス

ト面では有利であるが,主 要操業コストである電力およびア

ルミナのコストは比較的高いとみられている。電力は小規模

な石炭火力が中心で水力の比率は低い。また,ア ル ミナは輸

入比率がなお高いことと,国 産アルミナについては中国産の

ボーキサイトの品位が低いため,苛 性ソーダの原単位が高い

ことなどにより割高のコストとなっている。 したがって総合

的にみると世界の製錬所のコストランキングでは中位 ・下位

表 3 板 の生産 ・出荷 ・輸出入の推移
(千トン)

2003 2004 2005 2006

生産量

国内出荷

申命:Pl

輸入

国内消費

1,974

1,922

52

380

2,302

，

３０５

，

２２３

８２

４４．

，

６６４

2,674

2,504

170

478

2,982

3,150

2,869

281

489

3,358

(ナルク調査)

に位置するものが多い。

電カコスト,ア ルミナ価格が今後大幅に下がることは期待

しにくいため,製 錬所の統合 ・大型化,技 術の近代化を
一層

進めていくことによつて地金生産コストの引下げを図ってい

くものとみられる。

3.中 国のアル ミニウム圧延業

3.1 板 圧延業

31`1 生産 ・出荷 ・輸出入の動向

表 3に 示すとおり,2006年 は生産,消 費ともに3,000千ト

ンの大台を超え,国 内消費量が生産量を上回る状況が継続し

ている。

板材輸出は,2005年 ,2006年 と2年連続で急増 している。

2003年では52千 トンに過ぎなかったが,2006年 では5倍強

の281千 トンに達 している。東南アジア,中 近東およびロシ

ア圏などを中心に輸出しているものとみられる。ちなみに

2006年の対日輸出は日本の通関統計によると約 2千 トンに過

ぎない。
一方,輸 入は440～490千 トンの高水準で推移している。中

国で需要が増加 している缶材,PS板 , 自動車熱交材など要

求品質の高い品目の輸入が中心とみられ,中 国の国内生産品

の品質改善になお時間がかかっているものと判断される。

3.12 板圧延業の構造変化

表 4に 示すとおり,板 分野においても製錬分野と同様に設

備投資が非常に活発であり,熱 延 ・冷延の大型設備導入計画

が相次いでおり,今 後生産能力の大幅な拡大が予想される。

中国には200社を超えるアルミニウム板圧延メ
ーカがあり,
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表 4 建 設中の板圧延大型設備

企 業  名 設 備 概 要
操業予定

時期
備 考

中鍋西南鋸冷逢孝L有限公司
Chinalco SWA Cold Tandem

Rolling Co,Ltd

2,000 mm幅2タ ンデム4段冷間圧延機
2,000 mm幅4段冷間圧延機

基

基

2008生F
2008至F

既設熱延設備に対応するもの

(ドイツ製)

亜州錯戸有限公司
Asia Aluminum Factory Co.,Ltd

2,350 mm幅(1+5)式熱間圧延機   1基
2,200 mm幅4段冷間圧延機      1基
2,000 mm幅2タ ンデム4段冷間圧延機 1基

2007年

2007左F
2007年

年二[室有旨ブフ400二千トン (ド イツ弓契)

美鋼 (勘海)鋼 此有限公司

Alcoa(Bohai)Aluminum

lndustries Ltd

3,900 mm幅(1+3)式熱間圧延機
2,250 mm幅4段冷間圧延機

基

基

2008!年

2008至F

年産能力 225千 トン (アルコア製)

中鋼瑞回鋼有限公司

Chinalco Ruimin Aluminum

Co,Ltdト

2,400 mm幅(1+1)式 熱間圧延機
2,200 mlm幅4段冷間圧延機

基

基

2009上F
2009至F

ChalcOの 橋建地区の生産拠点

主州鍋「公司西北鍋加工分公司

Northwest Aluminum Fabricatio■

Sub.Co,Ltd

2,400 mm幅(1+1)式熱間圧延機   1基
2,1001nm幅4段冷間圧延機      4基

2009とF
2009左F

ChalcOの 中国西北部の生産拠点

中錯河南錯此有限公司
Chinalco Henan AI Fabrication

Co,Ltd.

2,350 mm幅 4段 冷間|=延機      1基 2008F千 ChalcOの河南地区の生産拠点

(中国製)

(ナルク調査)

小規模メーカの乱立状態が続いている。 したがって現時点で

は生産集中度も低い。2006年の板生産量は3,150千トンで,

日本の25倍 近くの規模に達 しているが,板 分野のトップメー

カである西南鍋地の生産量は220千 トンでそのシェアは7°。

に過ぎない。上位 10社の生産量合計でも740千 トン程度で

シェアは24%に 過ぎない。 しかし,上 表の大型圧延設備な

どの稼lFaが本格化すれば,中 国のアルミニウム板生産体制は

飛躍的な近代化を実現することになろう。
一方,板 圧延分野においても国有のCh】cOグループの積極

的な進出が目立っている。2004年の西南鍋地の熱延 ・冷延の

大型投資に際し,資 本参加 し事実上系列化したのをはじめ,

2005年には板分野第 3位 メーカである瑞同有限公司に50%出

資し, グループに組入れた。また,2005年 に,製 錬分野で主

州錯戸を系列化した際,同 社の子会社西北錯加工もグループ

に取込んだ。河南省では,地 元の有カアルミニウム企業 2社

および公社 1社 とChぶcOの計 4社 の共同出資で中錯河南鋼

並を設立,総 投資額 37億元で,2010年 に年産 400千 トンの

生産能力を有する大型板圧延工場の完成を目指 して工場建設

中である (第 1期工事 2008年操業開始予定)。

313 技 術 ・品質およびコスト

板圧延分野においては,大 型の圧延プロジェクトが続々と

進行 しているものの,近 代的な熱間圧延設備は2005年 6月

に稼働を開始した西南鋸地の4タ ンデムラインが最初であり,

この新設備についても生産技術および品質の安定にはまだ時

間を要するものとみられる。

中国の板圧延設備全体としては現時点では依然として連続

鋳造をベースとした旧設備の占める割合が高く,個 々の生産

規模は小さく,技 術 レベルも低いものと判断される。

したがって高品質品については輸入品で対応せざるを得な

い状況が続いている。箔,押 出については中国は純輸出国と

なっているが,板 材分野は純輸入国で 2006年の輸入量は500

千 トン近 くに達している。

中国の板圧延業としては,上 述の西南錯上のほか,河 南明

泰錯批,中 金呂F品同鋸等が技術,品 質面で比較的上位にあると

されるが, 日本との格差はまだ柾めて大きいものとみられる。

中国を代表するアルミニウム板メーカである西南鋸地の板材

も,現 時点では日本のユーザの要求する品質を十分満足する

レベルには至っていない。設備の大型化,近 代化およびそれ

に伴う技術の向上には,今 後 5～10年 というような長い期間

を要するとみられる。
一方,中 国の圧延コストについては,圧 延工場の規模 ・内

容が極めて多様化していること,お よび国際的な水準に達 し

ている工場が少ないことから一概に論じることは難 しい。

中国で最新鋭の圧延工場とされる西南鍋上のコストを日本

と比較すると,現 時点では労務費において大きな差がみられ,

労務コス トは生産性を勘案 しても日本の 10分の 1程 度とlll

定される。西南鋼上の工場のある重慶地区の労働者の平均年

収は現状約 15,000元(約240,000円)と される。原料コスト

については,地 金市況の高騰時においては自給体制にある中

国が優位と考えられるが, 日本のスクラップ使用比率の高さ

は日本にとって原料面での大きな利点としてあげられる。

労務費の上昇 (近年年率 13～149もの伸びが続いている)や

人民元の切上げなど今後の中国のコスト競争力を阻害する要因

も予想されるが,中 国のアルミユウム圧延業が国際的な競争力

を有するものとなるか否かは,現 在進められている設備の近代

化および技術の向上がいつ戦力化するかにかかっている。
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32 箔 圧延業

321 生 産 ,出荷 ・輸出入の動向

表 5に示すとおり,中 国のアル ミニウム箔市場の規模は,

国民生活水準の向上,家 電産業を初めとする需要業界の好調

を反映して急速に拡大しており,2006年 では632千 トンに達

している。

輸出入の動向をみると,2003年 までは中国は箔の純輸入国

であったが,2004年 からは純輸出国に転 じている。輸出量は

年々大幅に増加 しており,輸 出入量の格差は年々拡大 してい

る。2006年の輸出量は 160千 トンに達 し, 日本の箔年間生産

量を上回る数量となっている。輸出量増加の背景には,生 産

量が国内消費量の伸びを上回り,輸 出余力が拡大していると

ともに,品 質改善が進んでいることがあるものとみられる。

表 6に 2005年における箔の分野別消費量を示す。フィン

材が 286千 トンと国内消費量の50'もを占めていることが,中

国の箔需要の大きな特色といえる。日本の場合はフィン材の

大半は統計上板材として扱われているので,両 者の箔の数量

の差は実態よりも大きく表れているが, フィン材を除いても

中国の箔の生産規模は日本の 2倍以上に達 している。

包装用は126千 トンで22°。を占める。コンデンサ用や薬品

用など,高 精度,高 品質品の比率はまだ低い。

322 設 備増強の動向

中国の指の圧延加工工場は 2006年末現在で 87工場 と多

い。箔地の製造方法については,従 来中国では連続鋳造方式

が主流を占めてきたが,板 圧延分野で,大 型の熱延 ・冷延設

備の設置が相次ぐことを考えると,今 後は熱間圧延方式の比

率が高まるものと考えられる。

箔メーカの企業形態は,従 来は板―箔一貫メーカと箔圧延

加工専門メーカが大半を占めていたが,最 近は製錬メーカが

板圧延とともに箔分野へ近代的な大型設備をもって新規参入

表 5 箔 の生産 ・出荷 ・輸出入の推移
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を区|るケースも目立っている。

表 7に は現在進められている箔圧延設備の大型投資の動向

を示す。

323 技 術 ・品質およびコスト

中国のアルミユウム箔圧延業は,熱 間圧延からの一貫メー

カおよび箔地の購入による箔圧延事業メーカもあるが,連 続

鋳造をベースとする一買メーカを中心にこれまで発展してき

た。 1工 場当た りの生産規模 は比較的大 きく,設 備 も

Achenbachなどの高精度の圧延機を中心に整備されていると

ころが多い。他のアルミニウム加工産業と比べると技術レベ

ルも相対的に高いものといえる。

フィン材,食 料品包装, 日用品などの厚物箔 (9～15 μm程

度)に ついては,品 質 ・コスト面での競争力があり,ち なみ

に日本の箔輸入の44%強 ,約 4,300トン (2006年)が 中国か

らの日用品を中心とする箔で占められている。

ただし,薄 物箔 (6.5～7μln程度)お よびコンデンサ箔につ

いては日本との技術格差はまだ大きいものとみられ,中 国は

コンデンサ箔を中心に年間 50～60千 トンの輸入が続いてい

る。中国のコンデンサ箔は,高 純度アルミユウム地金の製錬

および箔圧延が徐々に軌道に乗りつつある段階である。

連続鋳造からの一買メーカであり,板 ,押 出,箔 の総合

メーカである勘海,牛 北 (年産 30千 トン前後)お よび箔専

業の痩同反順,常 鋼 (年産 50千 トン前後)な どの指メ
ーカ

は生産規模,設 備,技 術の面で中国の箔圧延業の中核をなす

存在であり,今 後その競争力を一層強化する方向に進みつつ

ある。

表 6 2005年 の中国のアルミニウム箔分野別消費状況

分野 構成比 (%)

エアコンフィン材
一般包装用
タバヨ

電線被覆材
日用品
コ ンデ ンサ

軟包装材

医薬品
その他

合計

５０
．
２

６

５
．
５

開

郷

２
．
３

郷

猟

(千 トン)

2004 2006

生産量

国内出荷

申命出

輸入

国内消費

９５

４９

４６

５９

０８

０

５

５

４

９

４６

３８

７

６

祖

２５

０４

２‐

６０

６４

４０

８０

６０

５２

３２

７

５

１

　

　

　

６

(ナルク調査)

国内消費量 (千トン)

286

126

35

31

30

16

13

11

16

(ナルク調査)

表 7 建 設中の大型箔圧延設備

企業名 設備内容 基数
年産能力

(千 トン)
その他

主州錯ア
‐
公司西北鋸加工分公司

晟通科技有限公司

占尤鋸地有限公司
上海神火鋸箔有限公司

美鋸 (昆山)錯 並有限公司

中基夏合有限公司

痩同厘順◆昌箔有限公司

2,100 mm幅圧延機
1,850 mm幅圧延機
2,000 mm幅圧延機
2,150 mm幅圧延機
2,150 nlm幅圧延機
2,000 mm幅圧廷機
2,000 mm幅圧延機

６０

１２

５０

２５

２５

２０

２０

FATA Hunter製

オース トリア VAI製

ドイツAchenbach製

ドイツAchenbach製

ドイツAchenbach製

(ナルク調査)
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ている感が強く,全 体としてはまだ十分な戦力化に至ってい

ない。合金技術の開発も今後の大きな課題とされている。こ

の分野の品質レベルは板材同様,中 国の国内市場には対応で

きるものの,総 じて輸出するまでのレベルにはいまだ至って

いない。

板,箔 に比べ,生 産工程が短い押出品の製造コストは,地

金および人件費の占める割合が大きい。 したがって地金コス

トを除けば人件費が押出製品のコスト競争力の決め手となる

が, この点での中国の優位性は当面維持されよう。ただし,

後述のとおり,2007年 7月 から押出材 (形 ・棒)に 対する輸

出の付加価値税の還付制度 (119る)が 撤廃されたことにより,

押出材の輸出競争力は当面大きく損なわれることとなった。

4.中 国のアル ミニウム産業の課題と今後の方向

4.1 製 錬業

2007年の中国のアルミニウム新地金の生産 ・消費は,前 年

比約 35°。増という驚異的な伸びが予想され,2008～2009年も

25°0前 後の高い伸びで推移するとの見方が現在強まってい

る。

2000年時点では200を超える中小の製錬工場から成り立っ

ていた中国のアルミニウム製錬業は,2003～2005年を中心に

進められた旧設備の廃棄 ・統合および新鋭製錬所の建設によ

り急速に近代化が進行し,企 業数は半減したが,更 に今後は

40～50社 までに集約されるとの見方もある。この過程におい

て,各 地方政府を中′亡ヽとした無秩序な設備投資が目立ち,中

央政府の諸規制がなかなか効果を上げ得ない状況が続いたが,

その後は,2005年 8月 に示された中国国家発展改革委員会の

「バランスのとれたアルミニウム産業の発展」を目標に,中

国最大のアルミニウム国営企業であるChalcoによる大規模統

合が進むなど,今 後中央政府主導で強まる方向にある。

中国のアルミニウム製錬業が今後さらに拡大を続けるかど

うかはlrlに中国の新地金の国内消費の動向にかかっていると

考えられる。原料 (ボーキサイト, アルミナ)お よび電力の

状況,更 には公害問題等を考慮するならば,今 後輸出のため

の地金を増産することは考えにくく,基 本的には国内消費に

対応した生産へ向かうとみられる。

前述のとおり,中 国で産出するボーキサイトは品位が低い

ためそのコストは割高であるとされ,2006年 においても所要

量の約 3分 の 1の 10,000千トン近 くが輸入されている。アル

ミナについても2006年に自給率は大幅に向上 したが,な お所

要量の 3分 の 1の約 7,000千トンを輸入に依存している。原

料の確保は量およびコストの両面において中国のアルミニウ

ム製錬業にとって引続き大きな課題であり,今 後は海外の

ボーキサイトやアルミナの開発プロジェクトヘの積極的な参

画も予想される。また, アルミニウム製錬の最大のコスト要

因である電力についても,比 較的小規模な石炭火力を中心と

していることから必ずしも国際的な競争力があるとは言えな

ヽヽ。

したがって,中 国におけるアルミユウム製錬業は鉄鋼菜な

どとJ伝び引続き国の重要産業と位置づけられるものの, これ

までの量的拡大一辺倒から,今 後は設備 ・技術の近代化およ

びアルミナ '電力などの調達の改善などにより,バ ランスの

とれた,か つ競争力を有する産業の構築を目指すものと考え

られる。

(T―トン)

2003 2004 2005

生産量

国内出荷

輸出

輸入

国内消費

2,280

2,125

155

66

2,191

2,737

2,493

244

77

2,570

3,621

2,998

623

102

3,100

3,870

3,170

700

105

3,275

(ナルク調査)

3.3 押 出業

3.3.1 生産 ・出荷 ・輸出入の動向

表 8に 示すとおり,中 国のアル ミニウム押出材の生産はこ

こ数年,年 率平均で 20%前 後の高い仲び率で増加 している。

国内消費は,2008年 の北京オリンピック,2010年 の上海万国

博を控えたビル建築,公 共工事需要および政府の住宅建設促

進策などに支えられて拡大基調が続き,2005年 で 3,000千 ト

ンを超えた。

輸出入については,中 国はすでに 2001年以降は純輸出国

に転じているが,輸 出入の差は年々拡大しており,2006年 で

は輸出は700千 トン,輸 入は100千 トンで,輸 出の増加が目

立っている。輸出比率は17～18%に 達 している。輸入も年々

増加 しているが, これは海外自動車メーカが中国展開を図る

なか,部 品関連の高精度押出材など中国メーカでは対応でき

ない押出製品の輸入が増加していることによるものとみられ

る。なお,2005年 時点で国内消費の約 73%が 建設向けで,

次いで 10%が 輸送分野となっている。

3.3.2 設備増強の動向

中国のアルミニウム押出メーカは約 650社 で,4,000基 を上

回る押出機が設置されていると推定される。

ここ数年,大 手押出メーカが相次いで大型lqH出機を設置し

た。5千 トンから1万 トンを超える大型機の設置台数は,2006

年末では 17基 に達する。これらの設備は今後輸送分野や機

械分野における需要の拡がりのなかで威力を発揮するものと

思われるが,過 剰投資の様相は否めず,戦 力化にはかなりの

時間を要するとみられる。

正州鋼戸集団の200千 トン大規模押出プロジェクト (36基

の押出機増設)は 2006年 から一部の設備の稼働が始まって

いる。亜州鋼集団のような大規模増設計画は少ないが,大

手,中 小を問わず押出機の増設を実施 しているメーカが多い。

333 技 術 ・湿,質およびコスト

需要の中心をなす建材分野においては,近 年,押 出技術に

加え,金 型技術 ・表面処理技術の急速な進歩がみられる。大

手メーカにおいては日本の製品品質に迫るものが生産されて

いる。 したがって,輸 出も東南アジア向けを中心に順調に増

加している。建材分野における薄肉化技術の面ではまだ日本

との格差が大きいが, これは中国の国内市場においては日本

のような薄肉化が求められていないことにもよる。
一方,今 後の需要の伸長が予想される機械 ・自動車などの

非建材分野では,建 材分野に比べ技術の遅れが目立ってい

る。中国は西南鋸比の 12,000トン押出機を筆頭に多くの大型

押出機を有し,更 に近年 5,000～10,000トン級の大型押出機の

設置が相次いでいるが,設 備が先行し,技 術が後追いとなっ
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4.2 圧 延業

アルミユウム新地金の最大の消費分野である圧延加工業に

おいては,大 型の熱問 ・冷間圧延機,箔 圧延機および大型押

出機の導入が相次いでおり,製 錬分野と同様,や や無秩序か

つ過熱的設備投資が進んでいることが指摘される。製錬業に

おいては設備拡張の中で急ピッチな業界再編が進行している

が,圧 延加工業においてはこれらの大型新鋭設備を中心に今

後の業界の再編 ・合理化が進展するであろう。 しかし,実 際

に新鋭設備が戦力化するにはまだ相当の時間を必要とするも

のとみられる。

現時点においては,板 圧延 ・押出ともに生産量は日本の

2～3倍 と高水準に達 しているが,多 数の中 ・小規模メーカが

主流を占めており,合 金技術,圧 延 ・押出技術,精 整加工技

術などの技術水準および製品品質も総 じて国際レベルに達 し

ていない。比較的企業規模が大きく競争力があるとされる箔

圧延分野も、その中心はフィン材や日用品であり, コンデン

サ箔や薄物箔については今後の発展に待たれる部分が多い。

技術 ・品質水準の改善および向上は今後の中国のアルミニウ

ム圧延加工業の最大の課題である。

また,圧 廷加工業においては製錬業に比較すると民営化が

進んでおり,競 争意識の高い企業も育成されつつあるが,一

軽金属 57(2007.12)

部大手の国営企業では依然として競争意識が低く,納 期 ・IEl

包 ・輸送およびクレーム対応などの顧客サービスの面での悪

さが目立っている。少なくともこれまでは旺盛な国内消費の

伸びにより,生 産すれば売れるという状況が支配してきたが,

今後は技術 ・品質と並びサービス面の改善 ・向上が重要な課

題といえる。

なお,製 錬分野における政府の輸出抑制策に対して,圧 延

加工品についてはこれまで付加価値製品としての輸出奨励策

がとられてきたが,2007年 7月 から押出材 (形 ・棒),線 材

についての輸出の付加価値税の還付制度 (11%)が 廃止,板

(11°/。)および箔 (13°/。)の 還付制度は当面継続されたものの,

先行きは不透明な状況と伝えられ,今 後輸出に対する政府の

方針転換も予想される。

このように中国のアルミユウム圧延加工業は様々な課題を

抱えているものの,現 在の大規模な設備投資の展開をみると,

近い将来中国はアジアにおけるアルミユウム圧延加工業の
一

大拠点となることは間違いないものと言えよう。

なお,本 稿掲載の表中の数字は,llD日本アルミユウム協会

の 「中国のアルミユウム産業」(2007年4月 発行)の ために

作成したもので,独 自に中国において調査を行ったものであ

る。


